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１ 本書の目的と概要

本書では，企業形態論の立場から，非営利組

織の理論や概念規定の検討を通じて，非営利組

織研究の基本的視角を提示することが目的とさ

れる。本書評ではまず，本書の意図と概要を示

したうえで，意義と疑問点を提示する。

筆者は日本国内の非営利組織研究の現状に批

判的である。明確な根拠もなく非営利組織が現

代社会の「希望の星」（p.３）として捉えられ

る傾向があることが疑問視され，本書では，

「このような非営利組織への漠然とした期待を

退け，その本質や積極的意義とは何かを追究す

ること」（p.６）が目指される。本書では，非

営利組織とは何かを中心的に扱う第Ⅰ部（全五

章），非営利組織にかかわり，近年登場した重

要な概念であるコミュニティ・ビジネスや社会

的企業について論じた第Ⅱ部（全四章）を通じ

て，非営利組織の「本質」や「積極的意義」が

多方面から議論される。

第一章では，本書の目的と構成が提示される。

非営利組織をとりまく現状，事例を通じた非営

利組織研究の課題の検討がなされ，本書の基本

的な分析対象が「社会福祉領域におけるサービ

ス供給の担い手」であると提示される。そのう

えで，本書を貫く基本的な視角と考えられる

「営利企業と非営利組織を区別しながらも，両

者を相対化して分析することの必要性」（p.25）

や「使用価値視点（技術・素材面）と価値視点」

（p.26）の考え方が提示され，企業形態論の立

場から非営利組織の本質に接近することが有効

であることが説かれる。

第二章では非営利組織研究の勃興してきた経

緯が示され，非営利組織が台頭する背景が検討

される。日本で非営利組織研究が普及する

1990年代を画期とし，それ以前とそれ以降，

および2000年代でいかなる変化が見られるか

が検討される。考察の結果，非営利組織が台頭

した背景にある意識は，「『効率性』と『参加』

の両面において，…政府・行政機関に対する不

信が高まり，その課題を乗り越えるような存在

として，非営利組織がとりあげられるという点」

（p.58）に集約されることが示される。

第三章と第四章では，日本の非営利組織研究

に大きな影響を与えた，米国の研究を対象に，

先行研究の検討がなされる。第三章では，非営

利組織研究の対象が問題とされ，米国の非営利

組織研究でいかなる組織が対象とされてきたか

が検討される。続く，第四章では，非営利組織

の理論的分析が，特に経済学を中心に展開され

た非営利組織の起源を問題とした理論を中心

に，整理される。ここでは，公共財理論，契約

の失敗理論，取引費用論，利害関係からの視点，

第三者政府論が検討の対象とされ，このような

米国の非営利組織の理論分析の限界と課題―非

営利組織の起源について情報問題から説明する

ことは不十分であり，各国の文化や経済のあり
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方を考慮に入れることや市民性の発揮やコミュ

ニティへの貢献などの側面を考慮に入れなくて

はならない点―が提示される。

以上の作業では非営利組織における「非営利」

とは何かが追究されるが，さらに著者によれば

「非営利」概念を理解するうえでは協同組合と

の関連が重要になるという。第五章では，非営

利組織と協同組合の関係を扱った諸研究を検討

したうえで，非営利組織の「非営利」概念を

「協同」との概念との関連でいかに理解すべき

かが検討される。さらに，本章では「非営利・

協同」概念が議論される際に強調される，「民

主性の実現や社会的目的を重視するための活

動」（p.139）は「非営利・協同」に限定され

るべきではなく，株式会社でも重視されるべき

であり，「現代社会における代表的かつ支配的

な「営利」企業形態である株式会社において，

以上の諸原理が実現されるための方策が構想さ

れる必要がある」（p.140）との主張がなされ

る。

第六章では，コミュニティ・ビジネス論の意

義と課題が非営利組織論から分析される。コミ

ュニティ・ビジネス論の展開やコミュニティ・

ビジネスをめぐる政策の動向が整理されたうえ

で，新しい産業や雇用の担い手として，あるい

は社会福祉領域に置けるサービス供給の主体と

してその役割を担うことが非営利組織に求めら

れるようになったという現状が示される。事業

性を帯びた存在として非営利組織が注目される

背景が述べられ，事業組織としての非営利組織

に求められる役割が拡大していく様子が説明さ

れる。

第七章では，社会的企業論の動向が検討され

る。欧州と米国の社会的企業研究の動向が整理

された上で，日本における社会的企業研究の現

況が示される。そこでの論点はソーシャルイノ

ベーションや社会政策の変化など多様である

が，重視されているのは企業論の立場から社会

的企業に接近することである。とりわけ，社会

的企業のあり方が考察される際には，社会的企

業の「社会性」が焦点化される。

第八章では，社会的企業論の具体的活動領域

である社会福祉分野を例として，社会的企業に

おける「事業性」と「社会性」のかかわりが検

討される。本章では，社会的企業の「社会性」

について，供給される財やサービスの特徴や，

「収益性」との関連のもとで検討される。そし

て，そのうえで社会的企業論における「経営学」

の視点の重要性に関して，ガバナンスやマネジ

メントの論点から議論される。本章では社会政

策（社会福祉）に関連付けられて社会的企業が

位置づけられており，その主張は，社会政策

（社会福祉）の経営学が必要だという主張と結

びつく。

第九章では，企業形態論の観点から非営利組

織に接近することが試みられる。企業形態論を

整理し，企業概念が再検討されたうえで，非営

利組織の指導原理について所有―経営―分配の

三つの側面から検討される。著者によれば，所

有―経営―分配の三つの側面の全てから非営利

組織のあり方を検討することが，非営利組織の

本質を理解するうえでは必要であるという。そ

して，「民主性や市民性，公共性などの特徴を

発揮させるためには，何らかの利益追求に対す

る『足かせ』の仕組みが必要となり，その指導

原理をくみこんだ事業組織形態の模索」こそが

非営利組織研究，社会的企業の「最も重要なと

りくみ」であるとの主張がなされる（p.270）。

さらに，非営利組織研究のいくつかの課題が提

示される。

２ 本書の意義と疑問点

本書の意義と疑問点を述べるにあたって，あ

らかじめ断る必要がある点は，評者が著者の依
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拠する経営学や企業形態論に関する十分な知識

を持たないということである。そのため，本書

による経営学や企業形態論への貢献に関しては

評することはできない。ここでは非営利組織研

究に対する本書の意義と若干の疑問点を提示し

よう。

本書が非営利組織研究に与える意義はいくつ

か挙げられるが，第一に，非営利組織について

過度な期待を排し，その性格を捉えようとする

著者が強調する視点の重要性が挙げられる。こ

れまでの国内の非営利組織研究では，漠然とし

た期待に基づく議論が少なからず見られた。確

かに非営利組織を無前提に望ましいものと捉え

る視点は，非営利組織の概念が社会で浸透され

ていない段階では，非営利組織の存在意義を主

張するためには有効であったかもしれない。し

かし，現在のように非営利組織に関しての一定

の認知がなされるようになった段階では，より

実態に寄り添った議論が求められていると考え

られる。

第二に，著者が強調する非営利組織を営利組

織との比較のうえで，相対的な視点から捉える

というアプローチも重要である。非営利組織研

究では，非営利組織・セクターの価値や機能を

積極的に論じようとするあまり，営利部門，公

共部門のあり方がステレオタイプ的に捉えられ

ることも少なくなかった。しかし，筆者の言う

ように「まったく異なった存在であるという無

自覚な前提」のもとで（p.25），両者の違いを

捉えようとするアプローチは，両者の連続性や

それぞれの内容の複雑さを軽視し，捨象する可

能性が高いだろう。他部門との実態的比較を含

めて相対的に検討することは非営利組織のより

良い理解のためには必要であると考えられる。

それ以外にも，広範な文献検討と粘り強い考

察によって，本書は非営利組織研究に対してい

くつかの重要な示唆を与えるものとなってい

る。例えば，「日本的経営」に代表される日本

における営利企業の経営が米国の営利企業の経

営と性格が異なる側面のあること（p.269）は

これまでの非営利組織研究ではあまり注目され

てこなかった論点であると考えられる。アメリ

カで主として蓄積された，非営利組織の経済学

的研究が依拠する前提を問い直すものであり，

より一層の検討が必要であると考えられる。

しかし，本書では，「素材面」や「指導原理」

といった，非営利組織研究ではこれまであまり

なじみのない概念が中心に置かれ，また論点も

多岐にわたるため，理解が容易ではない点も少

なくなかった。ここでは，わかりづらさを感じ

た箇所を二つほど挙げよう。

第一に，著者による社会的企業の把握に関す

る主張である。筆者は社会的企業に関する経営

学的アプローチが有効である根拠として，「『企

業』である限り，企業を対象とした経営学の考

え方があてはめられる」（p.237）という点を

挙げる。しかし，本書でも指摘されるように，

社会的企業を企業の一つとして分類できるか

は，研究者間でも意見が分かれる論点である。

例えば，イタリアの社会的協同組合は社会的企

業の一つの例であると研究者間では広く考えら

れているが，協同組合の一類型であり，狭義に

は企業だとは言えないだろう。少なくとも本書

でも議論されるように，協同組合が企業かどう

かには研究者の間で論争がある。

さらに言えば，社会的企業が企業の一つであ

るかは，運営／経営者，消費者，政府などの社

会的企業にかかわる人々の意味づけにも依存す

る問題である。もし，社会の構成員が広く，社

会的企業と呼ばれるものを企業の一つとして認

知しつつ，行動しているのであれば，筆者の主

張は妥当であるといえるかもしれないが，企業

とは差別化したうえで認知され，組織行動がな

されているのであれば，その主張は適切さを欠
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くであろう。日本国内では社会的企業が企業の

一つとして捉えられているのか，差別化されて

捉えられているかは経験的に問われるべき問題

であり，慎重な議論が求められるだろう。評者

は，社会的企業に経営学的アプローチを採用で

きないとは考えないが，本書が，その理由づけ

として論点先取的に「企業である限り」とする

点は説得的ではないと考える。

第二に，より重要な点であるが，本書で主題

とされる非営利組織の「本質」や「積極的意義」

を捉えようとする研究戦略が妥当であるかとい

う問題がある。本書では，非営利組織や社会的

企業の「本質」や「積極的意義」を，営利企業

と対比のもとで企業形態論の視点―使用価値視

点（技術・素材面）と価値視点―から探求する

という戦略がとられる。著者は「歴史的な変化」

の重要性（p.274）を指摘しており，通時代的

な普遍的性格を見出すことには否定的であると

考えられるが，基本的には「非営利であるこ

と」，すなわち非営利組織一般の性格が営利組

織一般との対比のもとで探求されている。この

ような問いの設定と探求は，そもそも非営利組

織一般が特定可能な「本質」や「積極的意義」

を持つことを前提とする。

しかし，その前提となる非営利組織一般に

「本質」や「積極的意義」自体が存在し，研究

者が探求できるとする認識は論争的である。セ

クター論に見られる，非営利組織を同質的な存

在と捉える視点は争点とされてきた（Osborne

2011: xxx; Frumkin 2002: 16）。例えば，アメ

リカにおける非営利組織の歴史研究によれば，

アメリカでの一貫的で凝集的な非営利セクター

像は，一部の財団や慈善家などによる調査やロ

ビイングによって成立した，1960年代以降の

「発明」であり，近年ではそのような把握は困

難となりつつあることが指摘されている（Hall

1992: ch1）。日本国内での最近の研究でも，高

齢者介護という同一分野においてでさえ，基礎

自治体レベルの地域的差異によって，営利／非

営利組織の行動パターンが近接したり，差異が

維持されることが明らかにされている（須田

2011）。非営利組織一般の「本質」や「積極的

意義」の確定や探求が可能であるか，もし可能

であるにしても，社会的文脈―法規定，活動領

域，従業者・利用者からの意味づけ等―を考慮

することなく，探求することが可能であるかが

検討される必要があると考えられる。

本書において，非営利組織一般の本質が探究

可能か否かについての著者のスタンスは，曖昧

なように見える。先にも述べた通り，本書を通

じて，非営利組織一般の本質や積極的意義が探

求されながらも，「多種多様な組織を一括して

非営利組織や社会的企業と称することの意義が

あるのかどうかについては検討を要する」

（p.205）との留保も述べられている。本書が

この点に関してどのような立場に立っているの

か，少なくとも評者にとってはわかりづらいも

のであった。

以上のような疑問点は残るとして，非営利組

織について漠然とした期待を退け，本格的な理

論や概念規定の検討がなされた本書は日本国内

の非営利組織研究を進展させるものと考えられ

る。本書のように非営利組織のあり方に関する

踏み込んだ議論が展開され，研究者間での一層

の議論がなされることが，非営利組織の起源や

行動，役割をよりよく理解するためには必要と

されるだろう。

（橋本理著『非営利組織研究の基本視角』法律

文化社，2013年11月刊， iv+305頁，定価

5,400円＋税）

（よねざわ・あきら　明治学院大学社会学部専任講

師）
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